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１.事業の概要

1-1.官庁営繕事業の概要

（１）官庁営繕事業について
営繕とは「建築物の営造と修繕」のことをいい、建築物の新築、増

築、改築、修繕、模様替等の工事を示す。

営繕部では、「官公庁施設の建設等に関する法律」により、国家機

関の事務を処理するための施設や教育文化・社会福祉施設等の官

庁施設を建設し、官庁施設が常に適正な機能を維持できるように保

全指導を行い、官庁施設の質の確保のため、技術基準類の作成や

勧告を行っている。

（２）合同庁舎整備事業について
営繕部では、「官公庁施設の建設等に関する法律」第６条に基づ

き、国民の利便と公務能率の増進、土地の高度利用及び建築経費

節減のため、国家機関の庁舎整備については合同化を図ることを基

本方針として、合同庁舎の建設を重点的に実施してきた。

今後も長期的な展望に立った良質なストックとしての官庁施設の

整備を計画的に推進するため、「第四次官庁施設整備１０箇年計画」

（平成１３～２２年度）を基本としながら、庁舎整備を行っていく。

1-2.都城地方合同庁舎の概要

（１）都城地方合同庁舎整備事業について
都城地方合同庁舎整備事業は、都城市に分散している既存官庁

施設の老朽・狭隘の解消、集約・合同化による利用者の利便性の向

上や土地の有効活用を目的としている。
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（２）庁舎周辺の状況

（３）庁舎の諸元
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■配置図

■庁舎外観及び内観

外 観 内 観
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２.事業をめぐる社会情勢の変化及び費用対効果分析

の算定基盤となった要因の変化

（１）事業の実施

・事業期間及び事業費は変更がない。

（２）その他要因の変化

・入居官署組織の改編はなく、所要床面積は変わらない。

・その他の効果に関する要因には変化が無い。

３.事業の効果及び事業実施による環境の変化
3-1.整備事業の評価
事後評価に際しては、事業の効果・定性的な評価・事業の妥当性

の各視点から評価を行う。

「事業の効果」については費用便益分析により算出する。

「定性的な評価」については、貨幣価値換算出来ない効果について

アンケート調査等により、定性的に評価する。

「計画の妥当性」は、事業による環境影響や社会経済状況の変化等

を踏まえて、事業の妥当性を評価する。

事後評価の実施事後評価の実施

事業の効果事業の効果 定性的な評価定性的な評価 事業の妥当性事業の妥当性

改善措置の改善措置の
検討が必要である検討が必要である

今後時間の経過今後時間の経過

により効果の発現により効果の発現
が期待できるが期待できる

改善措置が改善措置が

必要でない必要でない

改善措置の検討改善措置の検討

改善措置の実施
必要な観測による必要な観測による
フォローアップフォローアップ

ＥＮＤＥＮＤ改善措置の実施
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期

実
施
時
期
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踏
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◇◇事業の妥当性事業の妥当性

費用便益分析

②地域への寄与

①日照阻害、電波障害
等の環境影響

②計画の妥当性

①利用者の利便
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（１）事業の効果
事業の効果は、①旧庁舎の跡地利用状況、②費用便益分析につ

いて、評価を行った。

①旧庁舎の跡地利用状況

都城市が以下のように利用している。

□都城法務支局

土地開発公社事務所・昭和 年建築50

・鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 階建3

□都城公共職業安定所

埋蔵文化財整理室・昭和 年建築41

・鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 階建2

□都城税務署

公園整備予定地・昭和 年建築36

・鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 階建2
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□都城支部・区検察庁

市民会館用駐車場・昭和 年建築35

・ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ造 階建2

□都城労働基準監督署

・昭和 年建築41

倉庫・鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 階建1

□都城統計・情報センター

・昭和 年建築39

倉庫・鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 階建2
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②費用便益分析

事業の効果については、総費用(Ｃ)に対する総効果(Ｂ)の割合：

費用対便益比で算出する。

費用便益比 ＝ 総効果／総費用 （Ｂ／Ｃ）

Ｂ：事業を実施することにより得られる、便益のうち、貨幣換

算可能な効果の現在価値

Ｃ：事業案の整備費用と維持・修繕費用の合計額の現在価値

と、廃止庁舎の維持・修繕費用の現在価値の差分

（百万円）

（２）定性的な評価
利用者の利便や地域への寄与などの効果をより詳細に把握する

ため、アンケート調査を実施した。

アンケートについては以下の評価軸で質問の設定を行い、評価を

行った。

街のにぎわいや地域のふれあい、地域
活動のための施設の活用、地域のシン
ボルによる効果

地域の満足度

敷地利用、外観による周辺地域に与え
る影響

自然環境の保全、
景観等の改善

地域へ
の寄与

執務室の機能性が向上したことによる
効果、来庁者の利便性の向上

執務環境の向上利用者
の利便

効
果

評 価 軸項 目

街のにぎわいや地域のふれあい、地域
活動のための施設の活用、地域のシン
ボルによる効果

地域の満足度

敷地利用、外観による周辺地域に与え
る影響

自然環境の保全、
景観等の改善

地域へ
の寄与

執務室の機能性が向上したことによる
効果、来庁者の利便性の向上

執務環境の向上利用者
の利便

効
果

評 価 軸項 目

１，２６５利用者の利便

代替案の
建設・維持修繕費用

１．１．２２費 用 便 益 比 (B/C)

６，０８５総 効 果 Ｂ

３
環境への配慮
(地球環境保全への寄与)

４，１５２

３５５土地有効利用

総
効
果
B

５，０１４
総 費 用 Ｃ

(Cwith－Cwithout）

５９０
維持修繕費
(既存庁舎)

Ｃwithout

１，７３０維持修繕費

３，８７３初期費用
Ｃwith

総
費
用
C

１，２６５利用者の利便

代替案の
建設・維持修繕費用

１．１．２２費 用 便 益 比 (B/C)

６，０８５総 効 果 Ｂ

３
環境への配慮
(地球環境保全への寄与)

４，１５２

３５５土地有効利用

総
効
果
B

５，０１４
総 費 用 Ｃ

(Cwith－Cwithout）

５９０
維持修繕費
(既存庁舎)

Ｃwithout

１，７３０維持修繕費

３，８７３初期費用
Ｃwith

総
費
用
C
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アンケートは勤務職員・来庁者・周辺住民を対象に実施した。

・調査方法 ：調査票を配布し、後日回収

・調査日 ：（配布）平成１６年１１月１９日～１２月６日

（回収）平成１６年１２月２日～１２月２０日

・回答人数：職員（ １５６ 名） 来庁者（ １２５ 名）

合同庁舎周辺住民（ ２７８ 名）

①勤務職員結果

：この施設の居心地の良さはどうですか？Q

：執務室の開放感はどうですか？Q

・利用者の利便

：敷地内を安全に歩けるなどの配慮についてはどうですか？Q

：お年寄りや子供、身体が不自由な方の利用しやすさ・安全性についてはどうQ
ですか？

27 35 2 1 1 0 7

0 % 1 0 % 2 0 % 3 0 % 4 0 % 5 0 % 6 0 % 7 0 % 8 0 % 9 0 % 1 0 0 %

とてもよい よい どちらでもない よ くない わるい

23 43 23 7 5

0 % 1 0 % 2 0 % 3 0 % 4 0 % 5 0 % 6 0 % 7 0 % 8 0 % 9 0 % 1 0 0 %

とてもよい よい どちらでもない よ くない わるい

13 33 40 7 3

0 % 1 0 % 2 0 % 3 0 % 4 0 % 5 0 % 6 0 % 7 0 % 8 0 % 9 0 % 1 0 0 %

とてもよい よい どちらでもない よ くない わるい

17 35 38 7 4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とてもよい よい どちらでもない よ くない わるい
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・地域への寄与

：この施設は地域のシンボルになっていると思いますか？Q

：総合的にみて、この施設が地域に与える影響についてどう思いますか？Q

②来庁者結果

Ｑ：この施設は入りやすいですか？

Ｑ：この施設は国の機関の施設としてふさわしいですか？

13 25 48 6 8

0 % 1 0 % 2 0 % 3 0 % 4 0 % 5 0 % 6 0 % 7 0 % 8 0 % 9 0 % 1 0 0 %

思う 少し思う どちらでもない あまり思わない 思わない

14 30 45 8 4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とてもよい よい どちらでもない よくない わるい

39 20 22 13 6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

入りやすい まあまあ入りやすい どちらでもない

あまり入りやすくない 入りにくい

27 31 30 7 5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ふさわしい 大体ふさわしい どちらでもない あまりふさわしくない ふさわしくない



- 1-10営繕

・利用者の利便

Ｑ：敷地内を安全に歩けるなどの配慮についてどう思いますか？

Ｑ：お年寄りや子供、身体の不自由な方の利用しやすさ・安全性への配慮につ

いてどう思いますか？

・地域への寄与

Ｑ：建物の外観の印象はどうですか？

Ｑ：総合的にみて、この施設が地域に与える影響についてどう思いますか？

20 27 39 8 7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とてもよい よい どちらでもない よくない わるい

16 34 39 7 4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とてもよい よい どちらでもない よくない わるい

35 32 26 3 4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とてもよい よい どちらでもない よくない わるい

17 28 46 5 4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とてもよい よい どちらでもない よくない わるい
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③周辺住民結果

・地域への寄与

Ｑ：建物の外観の印象はどうですか？

Ｑ：この施設は地域のシンボルになっていると思いますか？

Ｑ：駐車場の土日利用はどうですか？

Ｑ：街が明るくなったとおもいますか？

39 36 18 3 4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とてもよい よい どちらでもない よくない わるい

24 24 34 9 9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

思う 少し思う どちらでもない あまり思わない 思わない

73 13 7 3 3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とてもよい よい どちらでもない よくない わるい

21 30 40 7 4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

思う 少し思う どちらでもない あまり思わない 思わない
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④定性的な評価まとめ（アンケート調査結果まとめ）
勤務職員及び来庁者に対するアンケート調査の結果、概ね満足

しているとの結果が得られている。

（３）事業の妥当性
①日照阻害、電波障害等の環境影響

事業による環境影響について、事業による日照阻害・電波障害・

ビル風等の周辺への環境影響は認められなかった。

②計画の妥当性（位置・規模・構造）

事業を巡る社会経済情勢等の変化を踏まえた事業の妥当性につ

いて位置、規模、構造の３つの視点から、新規事業採択時と比較し

た結果、大きな変化はなく、当初計画時と事業期間、事業費等の計

画内容には変更がないので妥当と考えられる。

3-2.評価結果の概要

評価項目 評価結果

事業の効果

・旧庁舎跡地利用

・費用便益費

すべて売却済みで有効活用されている。

Ｂ／Ｃ＝１．２

定性的な評価 来庁者、勤務職員に対するアンケート調査の

結果、概ね満足しているとの結果が得られて

いる。

事業の妥当性

・事業による環境影

響

・計画の妥当性

日照阻害、電波障害等の周辺環境への影響は

認められなかった。

当初計画時と事業期間、事業費、延床面積等

の計画内容には変更がないので、妥当と考え

られる。
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４.対応方針（案）

○対応方針（案）

・今後の事後評価の必要性及び改善措置の必要性

事業の効果の発現は、総合的に評価すると、概ね十分で、今後の

事後評価の必要性及び改善措置の必要性はないと思われる。

○同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの

必要性(案)

今回の評価結果を踏まえ、今後も庁舎の合同化の計画を推進す

る。なお、定性的な評価を行うためのアンケートについては旧庁舎と

の比較が行えるよう質問項目を見直す必要がある。
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平成1８年度事業評価資料

参 考 資 料
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○費用便益分析

Ｂ：事業を実施することにより得られる、便益のうち、貨幣換算可能な効果の現

在価値

Ｃ：事業案の整備費用と維持・修繕費用の合計額の現在価値と、廃止庁舎の

維持・修繕費用の現在価値の差分

・評価軸

運用段階におけるエネルギー消費量削
減によるCO2排出量の削減

地球環境保全への
寄与

環境への
配慮

災害による人的被害を軽減する効果
（耐震・防災対策)

事故・災害の縮小安全の確
保

駐車場の相互利用によるトリップ数減
少による効果(官署間移動の時間短縮)

合同化や集約化に
よる利便性の向上

狭隘が解消したことによる効果
（代替案の建設・維持修繕費用）

建物性能の向上

職員および来庁者が、来庁に要する時
間変化による効果(主要交通機関へのｱｸｾｽ)

立地の改善利用者の
利便

果

旧施設の土地を売却する場合利益土地処分益土地利用
効果

効

電気・ガス、水道、油等に要する費用水道光熱費

経常的に発生する建物維持に要する費
用（点検及び保守、運転・監視、清掃等）

保全費

大規模修繕、各所修繕に要する費用修繕費維持修繕
費用

新規に土地を調達する際に要する費用土地取得費

企画・設計段階に要する設計料等企画・設計関係費用

建設工事に要する費用建設費初期費用
(整備費用)

費

評 価 軸項 目
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